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入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
なお、「新型インフルエンザ等緊急事態宣言」及
び社会情勢、その他建材・設備等の供給・調達等
の状況に応じて、契約締結後、受発注者の協議の
上、一時中止措置を行う場合があります。
令和５年２月 15 日

阪神高速道路株式会社契約責任者
管理本部長 濱 浩二

◎調達機関番号 421 ◎所在地番号 27
〇令和５年阪神高速公告第４号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 ＰＣ桁等大規模修繕その他工事
（2023１松）（電子入札対象案件）
 工事場所・内容・工期・概算数量及び入
札・契約方式等
 工事場所 大阪府道高速大阪松原線（大
阪市東住吉区山坂１丁目～大阪市平野区瓜
破１丁目付近）
 工事内容 本工事は、阪神高速道路株式
会社が維持管理するＰＣ桁等について、外
ケーブルによるＰＣ桁補強や鋼板接着によ
るＰＣ桁床版部補強、コンクリート表面保
護工等を行い、ＰＣ桁等の補強・補修・予
防保全を行うものである。
また、橋脚の縁端拡幅による上部耐震補
強や橋脚補修を行うものである。
 工期
全体工期 契約締結日の翌日から2190日
以内
実工期 工事の始期から2100日間（ただ
し、令和５年９月21日（工事着手期限）ま
でに工事着工すること）
本工事は余裕期間制度（任意着手方式）
の適用対象工事である。
なお、契約締結までの諸手続（価格協議
や低入札価格調査等）により、上記の工事
着手期限以降に契約締結となった場合に
は、余裕期間は設定できず、契約締結日の
翌日から2100日間で工事を完了させるこ
と。

 工事概算数量 工場製作工 約600ｔ、
ＰＣ桁床版部補強工（鋼板接着） 約
13000、ＰＣ桁補強工（外ケーブル）
416本、コンクリート表面保護工 約
40000、調査工 １式、ＡＳＲ橋脚補修
工 １式、橋梁補修工（上部耐震） １式、
コンクリート構造物補修工（上部） １式、
支障物撤去復旧工 １式、仮設工 １式、
共通仮設費 １式、詳細設計費 １式
 入札・契約方式 本工事は、以下に示す
入札・契約方式を適用する。
・落札方式 総合評価落札方式（簡易型・
通常タイプ）
・契約額方式 契約制限価格方式
その他適用する入札・契約方式の詳細は
入札説明書参照のこと。

 本工事は、入札を原則として電子入札シス
テムで行う対象工事であり、阪神高速道路株
式会社ホームページに掲載の電子入札運用基
準を適用する。なお、例外的に電子入札によ
りがたい者は、競争参加資格確認申請書及び
添付書類（以下「申請書等」という。）の提出
時までに、同基準に基づき阪神高速道路株式
会社（以下、旧阪神高速道路公団を含め、「阪
神高速」という。）の承諾を得て紙入札方式に
よることができる。
ただし、紙入札方式は一般書留、簡易書留
又は民間事業者による信書の送達に関する法
律第２条第６項に規定する一般信書便事業者
若しくは同条第９項に規定する特定信書便事
業者による同条第２項に規定する信書便（以
下「郵送等」という。）による入札のみとし、
直接（持参）入札は認めない。

ハ）監理技術者の配置が必要となる工事の
場合、配置予定技術者は、監理技術者資
格者証及び監理技術者講習修了証を有す
る者であること。
ニ）専任の監理技術者等にあっては、入札
参加希望者と直接的かつ恒常的な雇用関
係にあること。なお、恒常的な雇用関係
とは、申請書等提出日以前に３か月以上
の雇用関係にあることをいう。

 技術提案書 技術提案書の作成・提出を求
める工事については、当該工事における技術
提案（又は技術的所見）を記載した技術提案
書が適切であること。また、技術提案書は自
己の責任において作成を行うこと。なお、技
術提案書が他の競争参加者のものと酷似して
いると認められる場合は、当該項目について
最低評価とする。なお、詳細については、入
札説明書を参照すること。

２ 競争参加資格 次に掲げる条件を全て満たし
ている者であること。
 本工事を対象に定める技術的要件 次に掲
げる技術的要件（企業実績・技術者経験等）
を有していること。
 一般競争参加資格の認定 開札時に阪神
高速における「橋梁（Ｐ・Ｃ）」又は「橋梁
補修」に係る令和５・令和６年度の一般競
争参加資格の認定を受けていること。

 施工能力点 上記一般競争参加資格の認
定に関する客観的事項について算出した点
数（施工能力点）については、設定しない。
 地域要件 地域要件は設定しない。
 施工実績 平成20年度以降（過去15年度）
に、元請けとして、下記に示す同種工事の
施工実績（完成し引渡しが済んでいるもの
に限る。以下同じ。）を有すること。なお、
共同企業体としての施工実績の場合は、出
資比率が20％以上の場合のものに限る。た
だし、阪神高速が発注した工事で３者を超
える構成員数を認めた工事については出資
比率を問わない。
また、阪神高速が発注した工事の場合は、
工事成績評定点が65点未満の工事は施工実
績として認めない。国、地方公共団体及び
公共工事の入札契約の適正化の促進に関す
る法律第２条第１項の政令で定める法人
（以下「他の機関」という。）が発注した工
事の場合は、他の機関が施工実績として認
めない点数の工事も施工実績として認めな
い。
その他、新型コロナウイルス感染症の感
染拡大防止のため一時中止措置等を行った
ことにより完成していない工事について
も、評価の対象とする。
また、特定建設工事共同企業体にあって
は、代表者及びその他の構成員が、平成20
年度以降（過去15年度）に、元請けとして、
下記に示す工事の施工実績を有すること。
「同種工事」
・道路橋（歩道橋除く）又は鉄道橋（モ
ノレール及び新交通を除く）における
ＰＣ桁の新設、改築、補強、補修工事
のいずれか（断面修復及び表面保護工
は除く）

 配置予定技術者 次に掲げる基準を満た
す監理技術者又は主任技術者（以下「監理
技術者等」という。）を本工事の工事目的物
施工開始時期から専任で配置できること。
なお、現場着手をしていない期間は必ず
しも専任の義務はなく、現場の作業に配置
する監理技術者等と同一でなくてもよい。

また、現場着手から目的構造物施工開始
までの期間は配置予定技術者と同一でなく
てもよく、下記の施工経験を有していなく
てもよい。
イ）下記に示すいずれかの資格を有する
者、又はこれと同等以上の資格を有する
ものと国土交通大臣が認定した者である
こと。
・１級土木施工管理技士
・技術士（建設部門）
ロ）平成20年度以降（過去15年度）に、元
請けの現場代理人、監理技術者、主任技
術者又は担当技術者として、下記に示す
同種工事の工事経験を有する者であるこ
と。評価対象期間に産前休業、産後休業、
育児休業、介護休業又は傷病休業を取得
した場合は、休業期間に応じて工事経験
として求める期間を１年単位で延長する
ための申請を行うことができる。なお、
工事経験の取り扱いは、上記の施工実
績の取り扱いに同じ。
「同種工事」
・道路橋（歩道橋除く）又は鉄道橋（モ
ノレール及び新交通を除く）におけ
るＰＣ桁の新設、改築、補強、補修
工事のいずれか（断面修復及び表面
保護工は除く）
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